
新旧対照表 

改正案 現行 

生活関連等施設の安全確保の留意点 

（令和７年５月） 

 

 

 

生活関連等施設の安全確保の留意点 

（発電用若しくは蓄電用の施設又は変電所） 

令和７年５月 

経済産業省 

 

１．施設の種類 

・ 発電用若しくは蓄電用の施設（最大出力５万キロワッ

ト以上） 

・ 変電所（使用電圧１０万ボルト以上） 

（国民保護法施行令第２７条第１号） 

 

２．施設の特性 

・ 発電用若しくは蓄電用の施設：電気を発電又は放電し

ている電力供給の根幹施設。一般に、火力発電所は海岸

に立地していることが多く、水力発電所は山中に立地し

生活関連等施設の安全確保の留意点 

（令和７年４月） 

 

 

 

生活関連等施設の安全確保の留意点（発電所及び変電所） 

 

令和７年４月 

経済産業省 

 

１．施設の種類 

・ 発電所（最大出力５万キロワット以上） 

・ 変電所（使用電圧１０万ボルト以上） 

（国民保護法施行令第２７条第１号） 

 

 

２．施設の特性 

・ 発電所：電気を発生している電力供給の根幹施設。

一般に、火力発電所は海岸に立地していることが多

く、水力発電所は山中に立地していることが多い。 

別添２ 



改正案 現行 

ていることが多い。 

・ 変電所：発電所と消費者間の中継点であり、電圧を調

整している電力供給ネットワークの要の施設。 

 

３．（略） 

 

４．所管省庁の連絡先 

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力基

盤整備課 

電話 ０３－３５０１－１７４９（内線４７６１） 

FAX  ０３－３５０１－８５９１ 

 

経済産業省大臣官房産業保安・安全グループ電力安全課 

電話 ０３－３５０１－１７４２（内線４９２１） 

FAX  ０３－３５８０－８４８６ 

 

生活関連等施設の安全確保の留意点（ガス工作物） 

 

令和７年５月 

経済産業省 

 

１～３ （略） 

・ 変電所：発電所と消費者間の中継点であり、電圧を

調整している電力供給ネットワークの要の施設。 

 

 

３．（略） 

 

４．所管省庁の連絡先 

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課 

電話 ０３－３５０１－１７４６ 

FAX  ０３－３５０１－３６７５ 

 

経済産業省商務流通保安グループ電力安全課 

電話 ０３－３５０１－１７４２ 

FAX  ０３－３５８０－８４８６ 

 

 

生活関連等施設の安全確保の留意点（ガス工作物） 

 

令和７年４月 

経済産業省 

 

１～３ （略） 



改正案 現行 

４．所管省庁の連絡先 

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市

場整備室 

電話 ０３－３５０１－１５１１（内線４７５１） 

FAX  ０３－３５０１－３６７５ 

 

経済産業省大臣官房産業保安・安全グループガス安全室 

電話 ０３－３５０１－４０３２ 

FAX  ０３－３５０１－１８５６ 

 

  

 

生活関連等施設の安全確保の留意点（高圧ガス取扱所） 

 

令和７年５月 

経済産業省 

 

１～３ （略） 

４．所管省庁の連絡先 

  （削除） 

 

 

４．所管省庁の連絡先 

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課 

電話 ０３－３５０１－１７４６ 

FAX  ０３－３５０１－３６７５ 

 

 

経済産業省商務流通保安グループガス安全室 

電話 ０３－３５０１－４０３２ 

FAX  ０３－３５０１－１８５６ 

 

 

 

生活関連等施設の安全確保の留意点（高圧ガス取扱所） 

 

令和７年４月 

経済産業省 

 

１～３ （略） 

４．所管省庁の連絡先 

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課 

電話 ０３－３５０１－１７４６ 

FAX  ０３－３５０１－３６７５ 



改正案 現行 

 

経済産業省大臣官房産業保安・安全グループ電力安全課 

電話 ０３－３５０１－１７４２（内線４９２１） 

FAX  ０３－３５８０－８４８６ 

 

 

経済産業省商務流通保安グループ電力安全課 

電話 ０３－３５０１－１７４２ 

FAX  ０３－３５８０－８４８６ 

 

 


